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【漁業法の体系書が待望の登場―学習、研究から実務まで！】〈本書の特徴〉1. 平成 30 年新法の
構成で解説，2. 新法で導入された水産資源管理制度も基本から解説，3. 関連法令も引用，背景
等も説明，4. 根拠法令の条文や通達の日付等を明示 ,5. 特に重要部分は，【要点解説】で詳説，
6. 判例や通達の中では、新旧条文番号を併記 ,7.３種類の索引を掲載 (事項索引，判例索引，
水産庁の通達，回答などの索引 )，8. 巻末に新旧法の条文対比表を掲載
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書籍のご案内

　デザイン保護は意匠法が中心という印象が強いが、実際には商品や包装を商標法で保護、見た
目が似ているか否かは不正競争防止法で判断、キャラクターは著作権法、機能性が特徴的であれ
ば特許法で対応、権利期間や登録の有無なども考慮のうえ、ブランドビジネスにどのように活か
していくのか解説！
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　個人保証における極度額の設定など、民法のルール変更や新たなコラムを追録し、さらに使い
やすく改訂！　債権法や民事執行法の改正に対応したほか、バーチャルオフィス、シェアオフィ
ス、コワーキングスペースなど、借地借家法適用の有無に争いがあり得るものについて加筆して
改訂！

Ａ５判・３８９頁・弁護士・弁理士　黒田　薫　著

　（株）民事法研究会

　建築訴訟をめぐる法理・実務・要件事実を研究者・実務家・裁判官が詳説！　2020年４月以降
に契約された建築物でも「欠陥」が見つかっているかもしれません。法的対応には、2017年民法
改正に対応し、書式・資料等も最新のものを掲載した本書をご活用ください！

Ａ５判・1,057頁・松本克美・齋藤　隆・小久保孝雄　編
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